
「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」 

開催要綱（案） 
 

１．趣  旨 

統一的な基準による地方公会計について、原則として平成 29年度までに整備し

て予算編成等に活用するように地方公共団体に要請しているところであるが、そ

の活用のあり方等をさらに検討していくことにより、地方公会計のより一層の活

用につなげることが必要であるため、「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」

を開催することとする。 

 

２．名  称 

本研究会は、「地方公会計の活用のあり方に関する研究会」（以下「研究会」と

いう。）と称する。 

 

３．構 成 員 

別紙のとおりとする。 

 

４．運  営 

（１）座長は、研究会を招集し、主宰する。 

（２）座長は、必要があると認めるときは、あらかじめ座長代理を指名すること

ができる。 

（３）座長は、必要に応じ、必要な者に出席を求めることができる。 

（４）研究会は、原則公開とするが、座長は、必要があると認めるときは研究会

を公開しないものとすることができる。 

（５）研究会終了後、配布資料を公表する。また、速やかに研究会の議事概要を

作成し、これを公表するものとする。 

（６）本要綱に定めるもののほか、研究会の運営に関し必要な事項は座長が定め

るものとする。 

 

５．開催期間 

平成 28年４月から開催する。 

 

６．庶  務 

研究会の庶務は、総務省自治財政局財務調査課及び地方公共団体金融機構地方

支援部が行う。 

 

 

 

 

 

資料１ 



別紙 

 

地方公会計の活用のあり方に関する研究会 名簿 

 

 

（敬称略・五十音順） 

 

天川 竜治 熊本県宇城市総務部財政課長 

稲沢 克祐 関西学院大学専門職大学院経営戦略研究科教授 

遠藤 尚秀 福知山公立大学地域経営学部教授 

柏木 恵 キヤノングローバル戦略研究所主任研究員 

小西 砂千夫 関西学院大学大学院経済学研究科・人間福祉学部  

教授 

小室 将雄 有限責任監査法人トーマツパートナー 公認会計士 

菅原 正明 公認会計士・税理士 

関口 智 立教大学経済学部経済政策学科教授 

田中 弘樹 愛媛県砥部町会計課課長補佐 

徳重 覚 埼玉県企画財政部市町村課長 

中川 美雪 有限責任あずさ監査法人マネジャー 公認会計士 

古市 将人 帝京大学経済学部経済学科講師 

細井 雅代 追手門学院大学経済学部経済学科准教授 


